
 
☛続いて、裏面もご記入ください。 

令和６年度 我孫子市住宅用設備等脱炭素化促進事業補助金 
チェックシート  ※太枠部分をご記入ください。 

申請者氏名                                   様 

交付決定通知送付先 □代理の方（業者等）   □申請者（施主・管理組合等） 

代理の方・マンション等

の管理組合で申請する

場合は記入してください    

☞ 

業者・管理組合等の名称                       

担当者名   

住所 〒 

 

電話番号 

※平日の日中に連絡可能な番号 

【各 設 備 共 通 】 

補助対象設備に関する工事に着手するまでの日数は７日（マンション等の管理組合が窓の断

熱改修を実施する場合は 14日）以上ありますか。 

※いいえ の場合、事前に市役所手賀沼課へご相談ください。 

はい 
□ 

いいえ 
□ 

申請者は、過去に「我孫子市住宅用省エネルギー設備等設置費補助金」又は「我孫子市住宅

用設備等脱炭素化促進事業補助金」の交付を受けたことはありますか。 

 
はい 
□ 

 
いいえ 
□ 

「はい」の場合、該当する番号に〇をしてください。 

１． 住宅用太陽光発電システム   ２．家庭用燃料電池システム（エネファーム） 

３．定置用リチウムイオン蓄電システム    ４．窓の断熱改修    

５．電気自動車    ６．プラグインハイブリッド自動車     ７．V2H充放電設備 

８．集合住宅用充電設備    ９．住民の合意形成のための資料の作成 

※過去に同じ設備に対して、申請者もしくは申請者と同一の世帯を構成する者が補助を受けている場合は、補助対

象外。５と６の設備については、導入する住宅において申請者が過去に同じ設備の補助を受けていなければ可

能。８と９については、１工事につき１回のみ申請が可能。 

申請者は、市の他の制度により、今回申請する設備に関する補助を受けていますか。 － 
いいえ 

□ 

令和５年１月１日時点で我孫子市にお住まいでしたか。 

※いいえ の場合、令和５年度の納税状況を市で確認できないため、納税証明書等が必要になります。 

はい 
□ 

いいえ 
□ 

補助対象設備を設置する住宅は市内に所在していますか。 
はい 
□ － 

補助対象設備を設置する住宅を所有しているのは、申請者ですか。 

第三者が所有している場合は、設置について同意を得ていますか。 

※マンション等の管理組合、電気自動車等、集合住宅用充電設備で申請する場合を除く 

はい 
□ 

－ 

補助対象設備を設置する住宅には、申請者本人が居住していますか。 

または、実績報告までに居住する（住民票を異動する）予定ですか。 

※マンション等の管理組合、集合住宅用充電設備で申請する場合を除く 

はい 
□ － 



 

補助対象設備に関する契約の発注者は、申請者本人ですか。 
はい 
□ － 

契約書や注文書等には、設置等に係る経費の内訳明細（工事費、機器代等）が記載されてい

ますか。 ※いいえ の場合、見積書、見積内訳書等、内訳が分かる書類の添付が必要です。 

はい 
□ 

いいえ 
□ 

補助対象設備の設置にかかる費用を負担し、設備を所有するのは申請者ですか。 

※所有権留保付きローン（残価設定型の契約を含む。）で購入し、所有者が販売店、ファイナンス会社

等である場合や、リースにより導入し所有者がリース事業者である場合も含む 

はい 
□ － 

【申請する設備をリースにより導入する方のみ】 

リース期間は、太陽光発電システムは１７年、家庭用燃料電池システム及び定置用リチウムイオ

ン蓄電システムは６年、窓の断熱改修は１０年、電気自動車及びプラグインハイブリッド自動車

は４年、V２H 充放電設備及び集合住宅用充電設備は５年以上の契約となっているか、あるい

はリース期間終了後に設置者が購入する契約となっていますか。 

はい 
 □  － 

リース事業者は、リースを受ける者から領収する月額リース料金を減額する形で補助金相当分

を還元していますか（提出する「貸与料金の算定根拠明細書」のリース料総額の差額(f )が、補

助金額合計( c )欄以上となっているか）。 

はい 

 □ 
 － 

【申請する設備を管理組合として導入する方のみ】 

申請者は、設備を設置するマンション等の管理組合ですか。 
はい 
□ － 

☞「はい」の場合、管理組合の区分ごとに次の必要な書類が揃っていますか。 

 

法人化していない管理組合 

□管理組合代表者が選出されたことがわかる書類 

（総会議事録等の写し） 

□代表者本人の確認書類 

（免許証・健康保険証・住民票等）の写し  

□マンション等であることを証する書類 

（賃貸契約書、建築確認通知書、確認済証等） 

 

法人化した管理組合 

□マンション等であることを証する書類 

（賃貸契約書、建築確認通知書、確認済証等）の写し 

 

集合住宅用充電設備を導入するマンション等の所有者 

□マンション等であることを証する書類 

（賃貸契約書、建築確認通知書、確認済証等） 

□申請者本人の確認書類 

（免許証・健康保険証・住民票等）の写し 

 

 

 

はい 
□ － 



 

 

 

【申請する設備に太陽光発電システムが含まれる方のみ】 

蓄電池または HEMS（※）が設置されている、または同時に設置しますか。  
 
 

既設 
□ 

 
 

同時 
施工 
□ 

※HEMSの場合、次の３つの要件を全て満たしている必要があります。 

□住宅全体の電力使用量などを自動で実測する。 

□機器の電力使用量などを調整する制御機能を有している。 

□機器の制御に係る装置（コントローラ等）が、一般社団法人エコーネットコンソーシアムが定

める「ECHONET Lite」規格の認証を有している。（エコーネットコンソーシアムのホームページ

で確認できます。） 

【申請する設備に蓄電池が含まれる方のみ】 

蓄電池を設置する住宅に、太陽光発電システムを設置していますか。 
 はい 
□  － 

リースで導入する場合、県が実施するリース等導入促進事業補助金との併用はできません。 了承した 

 □ 
 － 

【断熱窓を申請する方のみ】 

１室単位ですべての窓を断熱化しますか。 
 はい 
□  － 

管理組合として設置する場合、設置する棟数とその名称、戸数をご記入ください。 

棟数 ：    棟     棟の名称 ：    棟       戸数 ：      戸  

【申請する設備に電気自動車・ハイブリッド自動車が含まれる方のみ】 

実績報告（令和７年３月１０日）までに、住宅に導入する設備に☑してください（導入済みも含む）。 

□太陽光発電システム      □V２H充放電設備 

【申請する設備に V2Hが含まれる方のみ】 

実績報告（令和７年３月１０日）までに、住宅に太陽光発電システムと電気自動車を導入します

か（導入済みも含む）。 

はい 
□ － 

【申請する設備に集合住宅用充電設備が含まれる方のみ】 

補助対象設備に係る国の補助事業に関し、一般社団法人次世代自動車振興センターからの

交付決定書類をお持ちですか。 

はい 
□ － 


